































3 Tsentral’nyi statisticheskii komitet ministerstva vnutrennikh del, Pervaia vseobshchaia perepis’ naseleniia
Rossiiskoi Imperii 1897 g., vol.77., Ostrov Sakhalin, SPb., 1904, p.3.
4 樺太民政署『樺太南部水産予察調査報告』豊原、1907年、72頁。
5 樺太民政署『樺太南部水産予察調査報告』73頁。
6 O rybnom promysle v Primorskoi oblasti na ostrove Sakhaline. Zapiska Priamurskogo upravleniia










































































12 O rybnom promysle.
13 Vsepoddanneishii otchet Priamurskogo general-gubernatora general-leitenanta Dukhovskogo 1893, 1894,
1895 gg., SPb., 1895; Vsepoddanneishii otchet Priamurskogo general-gubernatora general-leitenanta
Dukhovskogo 1896-1897 gg., SPb., 1898; Vsepoddanneishii otchet Priamurskogo general-gubernatora generala
ot infanterii Grodekova 1898-1900 gg., Khabarovsk, 1901; Vsepoddanneishii otchet Priamurskogo general-
gubernatora generala ot infanterii Grodekova 1901-1902 gg., Khabarovsk, 1902.
14 S’’ezd gubernatorov i drugikh predstavitelei, Khabarovka, 1885; I. Nadarov, Vtoroi s’’ezd guvernatorov i
































1893; Trudy IV Khabarovskogo s’’ezda, sozvannogo Priamurskim general-gubernatorom D.I. Subotichem









































22 Vsepoddanneishii otchet 1898-1900 gg., p.85.
23 O rybnom promysle, pp.24-25, p.36.
24 農商務省水産局『露領薩哈嗹島漁業調査報告』、25頁。日本側はこの年の規則を最初の規則だとしている。






















































































































36 Vsepoddanneishii otchet 1896-1897 gg., pp.49-50.







































40 Trudy III Khabarovskogo s’’ezda, pp.45-46.







44 Vsepoddanneishii otchet 1896-1897 gg., pp.50-51.
45 そうした調査事業の成果のひとつが、   P. Iu. Shmidt, Morskie promysly ostrova Sakhalina: Rybnye promysly
Dal’nego Vostoka., vol.3., SPb., 1905である。









































































これについては、Ia. L. Semenov, “Zapiska kuptsa Ia. L. Semenova o morskoi kapuste,” Trudy III Khabarovskogo













































59 Vsepoddanneishii otchet 1898-1900 gg., pp.88-89.
60 外務省政務局『日露交渉史』、223頁。
61 O rybnom promysle, p.25, pp.32-33.
62 外務省政務局『日露交渉史』、224頁。
63 外務省政務局『日露交渉史』、224頁。
































65 Vsepoddanneishii otchet 1901-1902 gg., p.38.
66 G. P. Mikhailov, “Zaselenie rybakami morskogo poberezh’ia Ussuriiskogo kraia,” Trudy IV Khabarovskogo
s’’ezda, sozvannogo Priamurskim general-gubernatorom D.I. Subotichem 1904 g., Khabarovsk, 1903, p.1,
p.14.
67 O rybnom promysle, p43.
68 Vsepoddanneishii otchet 1901-1902 gg., p.40.
69 外務省政務局『日露交渉史』、223頁。
70 引用に際して、漢字は適宜新字体に改めた。
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神長　英輔
　サハリン島の水産業に関わる問題は日露間の優先課題ではない、しかし、既得権益はでき
るだけ守るべきであり、問題の決着を急がず、規則施行の延期を取りつけつつ、時機を見計
らって歩み寄るべきである。こうした日本政府の態度はそれまでのものと大差ない。
　当時、サハリン島の水産業は日本市場に多くを負っていた。この状況が交渉において有利
に働く可能性はあるものの、既得権に法的な根拠がない以上、最終的な譲歩は避けられな
い、と日本政府は認識していた。先に述べてきたことを考え合わせると、日本政府の方針は
現状維持で一貫していたとみてよいだろう。
結論
　以上の議論を整理して結論とする。
　ロシア側の沿アムール総督府や国有財産局のとった政策は以下のようなものだった。ま
ず、1880年代には行政機構の確立と同時に水産業の本格的な管理が始まった。当初の政策
は濫獲防止と情報収集のための調査事業が中心だった。
　1890年代もロシア側は調査事業を継続した。こうした情報をもとに有力者会議などで水
産政策をめぐる議論が活発化した。この時点では長期的な目標が定まっていたわけではな
かった。そのため、日本人の手を借りて新漁場を開発するという提案もなされた。
　1900年前後に水産業の「国民化」という政策目標が確立し、統一的な水産行政の機構も
確立した。しかし、日本人業者の経営規模はすでに大きなものになり、サハリン島水産業は
日本市場に依存するようになっていた。そのため、「国民化」目標は撤回しなかったものの、
当面の現状を維持するという妥協的な政策をとらざるを得なかった。
　一方、日本政府の立場は以下のようなものだった。
　1875年の領土確定の際、日本側はサハリン島に関する権益の維持には消極的だった。そ
のため、日本政府は条約で保証された水産権益すら自発的に放棄した。
　一方、日本の水産業者は従来どおりの出漁を続けた。その規模は年々拡大した。
　ロシア側の管理と規制に対し、日本の水産業者は既得権を主張した。日本政府はそれに応
えて、ロシア側と交渉を繰り返した。しかし、日本側の既得権に法的な根拠はなかったた
め、日本側は毎年の交渉によって現状の権益を確保するほかなかった。また、関税の特典と
引き換えに現状の権益を条約化しようとする日本政府の提案はロシア側に拒絶された。
　ロシア側の規制強化の動きに対し、ロシア人業者の日本市場依存を見越した日本側は法的
な対抗措置を取る動きをみせた。しかし、この措置の実行でより大きな損害をこうむるのは
日本人業者だった。したがって、この措置が実行されることはなく、ロシア政府との交渉は
現状維持の線で決着した。
　初期の紛争の焦点は税額だったが、やがて、徴税の方法や労働者雇用の問題へと移った。
漁場貸下げ方式は長期にわたって問題の焦点となり続けた。ロシア側の政策目標が確立され
た1900年ごろからは、日本人による経営の是非そのものが問題となった。
　ロシアと日本の業者の間に直接の対立関係があったのではない。むしろ、漁場の名義の転
貸借や労働者雇用の問題など、双方は共通の利害関係下にあった。
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サハリン島水産業（1875-1904）をめぐる紛争
　対立関係は日本人業者とロシア側当局にあった。しかし、それとて先鋭化したのは1900
年前後、日本人の経営の是非が問題となった時期以降のことだった。実際、日本人の業者た
ちは度重なる新法公布や制度変更にうまく適応していた。
　日本人の業者による生産が減少したのは、初めての規制がおこなわれた1883、4年ごろだ
けだった。それ以外の時期では、好不漁の波を除けば、生産はおおむね安定し、順調に拡大
を続けていた。
　この紛争の実態は法的根拠のない既得権をめぐる、日本の水産業者とロシア当局の間の政
治的な対立だった。しかし、両政府（地方政府を含む）を窓口とした交渉が断続的に行われ
ていたため、決定的な対立は回避され続け、現実的な現状維持の決着が繰り返される結果と
なった。
評価・今後の展望
　紛争の経緯と構造の概要を明らかにするという目的は達成できたと評価したい。しかし、
冒頭でも述べたように、この紛争の構造をより細かく理解するためには、流通史研究の立場
からの分析も必要となる。
　以上でみたとおり、サハリン島水産業の日本市場への依存度は紛争を読み解くひとつの鍵
になっている。今後は、水産物流通を支える諸制度（貿易・運輸・金融・市場）を分析する
ことで、この依存関係の構造を明らかにしていきたい。
　また、これらの作業を通じて沿アムール総督府の開発政策一般やサハリン島の刑務制度の
特徴を明らかにし、この時期のサハリン島の全体像を描き出すことも今後の目標としたい。
